


　農林水産業や農山漁村は、県民の生活に欠くことのできない食料などの生産を担うとともに、
県土や自然環境の保全など、県民の生活に密着した多くの役割を有しています。　
　一方、農林水産業を取り巻く状況は、人口減少や高齢化による担い手の減少、耕作放棄地の
増加など厳しさを増しており、経済の国際化の進展による影響も懸念されています。また、平
成３０年７月豪雨では、県内各地で甚大な被害が発生しており、復旧・復興が喫緊の課題とな
っています。
　本県では、前向きに挑戦できる岡山、明日が楽しみになる岡山、すなわち、すべての県民が
明るい笑顔で暮らす「生き活き岡山」の実現を基本目標とした「新晴れの国おかやま生き活き
プラン」に「攻めの農林水産業育成プログラム」を掲げ、儲かる産業としての農林水産業の確
立を目指し、さまざまな施策を展開しています。私は、本県の農林水産業には、発展の可能性
が大いにあると感じており、例えば、先人から受け継いだ高い技術力を生かした果物や、全国
に先駆けて取り組んでいる安全・安心な有機無農薬農産物など、本県の優位性を生かすことに
より、農林漁業者が自立した経営を通じて所得増大を図り、若者が夢と希望を持ってチャレン
ジできる、より魅力のある産業にできると考えています。
　この様な考えの下、このたび、現行の２１おかやま農林水産プランを見直し、本県農林水産
物の強みを生かしたマーケティング戦略とブランディング戦略の一体的な展開など、内容の充
実・強化を図るとともに、知的財産の保護・活用やスマート農業の推進といった、新たな時代
の潮流や変化に対応した施策などを盛り込んだ、新しい「２１おかやま農林水産プラン」を策
定しました。
　本プランに基づいて各種施策を着実に推進し、消費者の皆様に、喜んで岡山の農林水産物を
購入していただくとともに、生産者も潤うといった、消費者、生産者双方が幸せになる好循環
を作ることで、本県の農林水産業は強くなり、儲かる産業として確立できると私は信じていま
す。
　最後に、本プラン策定に当たり、多くの皆様から貴重なご意見、ご提言をいただきましたこ
とに対し厚くお礼申し上げます。

平成３１年（２０１９年）２月

　　　岡山県知事　伊原木　隆太

は じ め に



目　　　　　次

第１章　農林水産プランの策定に当たって
　　農林水産プランの施策体系　………………………………………………………………………………　　３

第２章　体系別の施策展開方向
　　１　マーケティングの強化とブランディングの推進

（１）岡山県産農林水産物のイメージアップ戦略の推進　…………………………………………　　５
（２）首都圏等におけるブランド力強化　……………………………………………………………　　５
（３）海外でのブランド確立　…………………………………………………………………………　　６
（４）国内外における知的財産等の創造・保護・活用の戦略的推進　……………………………　　７
（５）先進技術の研究開発　……………………………………………………………………………　　７
（６）６次産業化・農商工連携の推進　………………………………………………………………　　８
（７）供給力の強化　……………………………………………………………………………………　　９
（８）地域内需要の拡大　………………………………………………………………………………　１０

　　２　次代を担う力強い担い手の確保・育成
（１）新規就農者の確保・育成　………………………………………………………………………　１１
（２）力強い担い手の育成等　…………………………………………………………………………　１２
（３）担い手への農地集積・集約化　…………………………………………………………………　１４
（４）多様な担い手等の確保　…………………………………………………………………………　１５

　　３　農林水産業を支える施策
（１）農林水産業を支える生産基盤の整備、長寿命化対策　………………………………………　１６
（２）農山漁村の防災・減災対策　……………………………………………………………………　１７
（３）森林の保全・再生・活用　………………………………………………………………………　１７
（４）中山間地域の農林水産業と農山漁村の活性化　………………………………………………　１８
（５）鳥獣被害防止対策　………………………………………………………………………………　１９
（６）家畜伝染病対策　…………………………………………………………………………………　２０
（７）平成３０年７月豪雨災害からの農林水産業の復旧と復興　…………………………………　２０

第３章　農林水産物の品目ごとの振興の方向性
　　１　米　………………………………………………………………………………………………………　２２
　　２　果物　……………………………………………………………………………………………………　２３
　　３　野菜　……………………………………………………………………………………………………　２４
　　４　花き　……………………………………………………………………………………………………　２５
　　５　牛乳・乳製品　…………………………………………………………………………………………　２６
　　６　牛肉・豚肉・鶏卵・鶏肉　……………………………………………………………………………　２７
　　７　県産材　…………………………………………………………………………………………………　２８
　　８　鮮魚・カキ・ノリ　……………………………………………………………………………………　２９

　　２１おかやま農林水産プラン施策指標一覧　……………………………………………………………　３１

第４章　地域別の施策展開方向
　　備前地域　……………………………………………………………………………………………………　３２
　　備中地域　……………………………………………………………………………………………………　３４
　　美作地域　……………………………………………………………………………………………………　３７

　（参考）各地域の概要　………………………………………………………………………………………　４０



−　1　−

第１章　農林水産プランの策定に当たって

１　農林水産プランの性格
　農林水産業は、県民の豊かな暮らしに欠くことができない食料などの生産を担うとともに、
多くの農林漁業者の生活を支える産業です。また、県土や自然環境の保全、文化の伝承や癒や
しの場の提供など、県民の暮らしに密着した多面的機能を有しています。
　２１おかやま農林水産プランは、本県農林水産行政の基本計画として、現状や課題、国内外
の動向を踏まえ、本県農林水産業の目指すべき方向と、それを実現するための主要な施策を分
かりやすく示すことを目的に策定したものです。

２　基本目標
　「儲かる産業としての農林水産業の確立を目指して」

３　計画期間
　平成３１（２０１９）年度から令和６（２０２４）年度までの６年間とします。

４　岡山県の農林水産業を取り巻く状況
　農林水産業は、人口減少による過疎化の進行や国内市場の縮小、高齢化による担い手の減少、
耕作放棄地（荒廃農地）の増加等による地域の生産活動の低下など、さまざまな課題を抱えて
います。
　本県でも、農業就業人口は平成７（１９９５）年には約１０.１万人でしたが、平成２７（２０１５）
年には、半分以下の約４.８万人まで減少し、平均年齢は、平成７（１９９５）年では６２.３歳で
したが、平成２７（２０１５）年には７０.０歳まで上昇しており、耕作放棄地（荒廃農地）面積が
１１,３７６ｈａとなるなど、農業生産や農地の多面的機能の保持に支障をきたしつつあります。
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５　岡山県農林水産業の強みと課題

　また、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）やＥＰＡ（経済連携協定）等の貿易自由化
交渉の進展による影響も懸念されています。
　一方、こうした中にあっても、近年減少傾向であった農林水産業産出額は、平成２７
（２０１５）年、２８（２０１６）年と２年連続で増加しています。特に、新規就農者は、平成２５
（２０１３）年度から２９（２０１７）年度までの５年間で県内外から７３０人が就農し、集落営農組
織や農業法人、企業参入の数も増加するなど、次代に向けた力強い担い手の育成も進んでいま
す。また、今後は、ロボットやＡＩ、ＩoＴなど、発展著しい先端技術を活用することで、農
林水産業の生産性を飛躍的に高めることができると考えられます。　
　引き続き、将来に向けて、農林水産業に携わる方々が、本県の強みを生かし、前向きに挑戦
できる「生き活き岡山」の実現に向けた取組を加速していくことが必要です。

　本県は、北は中国山地から南は瀬戸内海まで、さまざまな農林水産物の生産に恵まれた多様
な自然環境となっています。
　県中北部では、トマト、アスパラガス、黒大豆、和牛肉、ジャージー牛乳など地域の自然環
境を生かした多品目な農林水産物を生産し、西日本有数の木材集積市場、加工産地も形成され
ています。南部では、西日本屈指の農地が広がり、桃、ぶどう、なす、黄にら、スイートピー
をはじめ、ノリ、カキに代表される豊富な海の幸もあります。また、本県の農林水産物は、品
質の良さが高く評価されるものが多く、これらはいずれも長年にわたり常に先進技術を開発し、
磨き上げてきた成果であり、そのオリジナリティが強みとなっています。
　さらに本県は、農林水産物の大消費地である大阪など関西圏へのアクセスに優れており、ま
た、近年は、県産果物を中心に首都圏やアジア地域での市場開拓が進んできています。
　一方で、本県は、関西圏や首都圏の消費者からは、高級果物の産地として知られてはいるも
のの、果物以外の農林水産物の認知度は未だ十分とは言えない状況にあるなど、高いポテンシ
ャルを持ちながら、ブランドの確立は一部の品目にとどまっています。

（億円）

農林水産業産出額の推移

出典：農林水産統計（農林水産省）、県農林水産部調べ
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６　農林水産プランの施策体系
　プランの基本目標である、儲かる産業としての農林水産業の確立を図るため、次の３つを施
策の柱として取組を進めます。
　第１は、「マーケティングの強化とブランディングの推進」です。
　生産から販売までを通じて、マーケティング戦略とブランディング戦略を一体的に行い、本
県農林水産物の品質や安全性などの強みを生かした継続的・安定的に売れる仕組みづくりに取
り組みます。
　第２は、「次代を担う力強い担い手の確保・育成」です。
　新規就農者の確保・育成を加速化するとともに、認定農業者や収益性の高い経営体等力強い
担い手の育成、農地の集積・集約化への支援などを行います。
　第３は、「農林水産業を支える施策」です。
　農林水産業を支える生産基盤の整備や長寿命化対策、農山漁村の防災・減災対策、中山間地
域の農林水産業と農山漁村の活性化対策、鳥獣被害防止対策などを進めます。
　また、主要な品目別の振興の方向性についても明らかにしています。
　これらの取組を通じて、本県の有する優れた人材や高い技術力、恵まれた自然環境などの優
位性を最大限に生かしながら、農林漁業者が自立した経営を通じて所得増大を図り、農林水産
業を将来にわたり成長し続ける、魅力ある産業とすることを目指してまいります。 

　また、高齢化の進行や担い手の減少等により生産力の低下が懸念される中、儲かる力強い経
営体の育成や農地の利用集積等による生産性の向上を図るとともに、消費者や実需者のニーズ
に対応できる農林水産物の供給力の強化なども農林水産業を成長産業に導く上で喫緊の課題と
なっています。

「日本の棚田百選」にも選ばれた美咲町大垪和西地区の棚田

美しく豊かな瀬戸内海
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【基本目標】

（１）岡山県産農林水産物のイメージアップ戦略の推進
（２）首都圏等におけるブランド力強化
（３）海外でのブランド確立
（４）国内外における知的財産等の創造・保護・活用の戦略的推進
（５）先進技術の研究開発
（６）６次産業化・農商工連携の推進
（７）供給力の強化
（８）地域内需要の拡大

１　マーケティングの強化とブランディングの推進

（１）農林水産業を支える生産基盤の整備、長寿命化対策
（２）農山漁村の防災・減災対策
（３）森林の保全・再生・活用
（４）中山間地域の農林水産業と農山漁村の活性化
（５）鳥獣被害防止対策
（６）家畜伝染病対策
（７）平成３０年７月豪雨災害からの農林水産業の復旧と復興

３　農林水産業を支える施策

農林水産物の品目ごとの振興の方向性

（１）新規就農者の確保・育成
（２）力強い担い手の育成等
（３）担い手への農地集積・集約化
（４）多様な担い手等の確保

２　次代を担う力強い担い手の確保・育成

「２１おかやま農林水産プラン」の施策体系

儲かる産業としての農林水産業の確立を目指して
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１　マーケティングの強化とブランディングの推進

（１）岡山県産農林水産物のイメージアップ戦略の推進

（２）首都圏等におけるブランド力強化

　県産農林水産物ごとの販売状況や市場における評価などを踏まえ、市場や購買層などのター
ゲットを明らかにした上で、流通事業者や実需者等との連携を強化し、生産から販売までを通
じて最適なマーケティング戦略をブランディング戦略と一体的に展開します。
　また、マーケットインの視点から、顧客ニーズを的確に把握し、顧客視点での農林水産物及
びその加工品づくりを支援するとともに、既に高いブランド力を持つ白桃やぶどうなどの高品
質な県産農林水産物については、生産者の創意工夫を重視した商品開発手法も活用し、供給力
の強化や積極的な販売促進活動の展開、国内外の市場における需要の取り込みの強化などによ
り、国内のトップブランドとしての不動の地位を確立します。
　さらに、新品種の育成や知的財産等を活用したブランド化、地域の農林水産物のブランド化
に向けた取組を支援するとともに、消費者や実需者のニーズに応えるため、県産農林水産物の
産地の規模拡大や、生産性の向上などにより、供給力強化を推進します。

・白桃、ぶどうは国内トップクラスの品質と価格を維持しており、岡山を代表する農林水産物
として高いブランド力を有していますが、その他の農林水産物の認知度は未だ十分とは言え
ない状況にあります。

・県産桃、ぶどうの東京都中央卸売市場での販売金額は年々増加し、平成２９（２０１７）年には
１６億円を超え、４年前の１.９倍となっています。

・県産果物のブランド力を生かし、首都圏や関西圏の消費者や実需者に向けて、本県の高品質
で安全・安心な農林水産物の認知度を一層高めていく必要があります。

・県全体のイメージアップ戦略のもと、農林水産物についても岡山県産と聞いただけで、「お
いしい」や「安全」といった好イメージを持ってもらえるようなプロモーションを、観光関
係者とも連携して、推進します。

第２章　体系別の施策展開方向

現状と課題

現状と課題

施策の展開方向
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（３）海外でのブランド確立

・県産桃、ぶどうの輸出金額は年々増加し、平成２９（２０１７）年には８億円を超え、４年前の
３.４倍となっています。

・今後、人口減少の進展等から国内市場の縮小が見込まれており、本県の強みである品質の高
さを生かしたブランド確立を図り、県産農林水産物の輸出拡大を進める必要があります。

・経済成長著しいアジア地域において、白桃やぶどうを中心に、県産農林水産物のプロモー
ションを積極的に展開するととともに、急増するインバウンドへの効果的かつ継続的な情
報発信に取り組み、世界に通じる「岡山ブランド」の確立を図ります。特に、台湾、香港、
シンガポールを重点市場と位置付け、輸出拡大を目指します。

・また、米や畜産物、水産物等については、現地ニーズや検疫条件等を踏まえながら、販路
開拓を進めます。

・木材の消費が増加傾向にある韓国等での展示会・商談会へ出展し市場調査を行うなど、品
質・性能に優れたヒノキ製材品等の販路開拓に向けた取組を強化します。

現状と課題

施策の展開方向

東京都中央卸売市場における県産桃、ぶどうの販売金額の推移

出典：東京都中央卸売市場資料
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首都圏高級果物専門店でのＰＲ

・情報発信力の高い首都圏において、これまで構築してきた市場等との信頼関係を一層強め、
高い競争力と優位性を持つ白桃やぶどうを中心に、県産農林水産物の積極的なプロモーショ
ンを展開するとともに、テレビや新聞、ＳＮＳ等の多様な媒体を有効活用した戦略的な情報
発信に取り組み、ブランド力の強化を進めます。

・近隣の大消費地である関西圏での効果的なプロモーションを展開することで、県産農林水産
物の知名度向上と販路や流通量の拡大を図り、岡山ブランドのさらなる向上につなげていき
ます。

施策の展開方向
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県産桃、ぶどうの輸出金額の推移

出典：県対外戦略推進室調べ

（百万円）
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海外での知事トップセールス

（４）国内外における知的財産等の創造・保護・活用の戦略的推進

（５）先進技術の研究開発

・農林水産物の分野においても、育成者権、商標権、特許権など、知的財産の権利化により国
内外での知的財産を保護することで、商取引の信用を維持し、国際的な競争力を強化する取
組が求められています。

・また、競争力の強化や品質の向上、農業経営の改善等につなげるため、生産段階において、
国際基準となる生産工程管理手法の導入を検討する必要があります。

・本県農林水産物の商品価値をさらに高めてブランド化を推進するため、新品種育成や新技術
等の開発をさらに加速することが求められています。

・また、生産者が減少する中、高品質な県産農産物の生産を維持していくためには、栽培技術
の確実な伝承や、より一層の省力化・低コスト化が必要となっています。

・県が開発した新品種や新技術については、品種登録や商標登録による知的財産の権利化を積
極的に進め、その名称等を販売促進やＰＲに活用することでブランド化を推進します。

・国際基準に沿った県産農林水産物づくりの推進と供給力の強化に加え、農業経営の改善や効
率化を目的に、意欲ある生産者のＧＡＰ（農業生産工程管理）認証の取得を支援します。

・農林漁業関係者に対し、知的財産の重要性について啓発するとともに、地域が主体となって
取り組む地域団体商標やＧＩ（地理的表示保護制度）の取得など、各地域の特色ある農林水
産物のブランド化に向けた取組を支援します。

現状と課題

現状と課題

施策の展開方向
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（６）６次産業化・農商工連携の推進

・農林漁業者自らが生産・加工・販売等を行う６次産業化や農商工連携を進め、認定事業者の
増加など裾野の拡大は図られています。さらなる発展のためには、新たな商品開発や販路拡
大などによる農林漁業者の所得向上や雇用の創出が求められています。

・優れた経営感覚を有する経営体を育成するとともに、県産農林水産物を有効活用した新商品
の開発や県内外での商談会への積極的な出展による販路拡大を支援します。

・６次産業連携コーディネートセンター及び６次産業化サポートセンターが実施する６次産業
化を志向する農林漁業者への個別相談をはじめ、商工業者とのマッチング支援を行うなど、
農林漁業者と他産業の連携による新たなアグリビジネスを支援します。

現状と課題

施策の展開方向

・消費者等の多様化するニーズに的確に対応するため、岡山の強みを生かした新品種育成や高
品質安定生産に必要な新技術等の開発を進めるとともに、その成果物の知的財産の権利化や
活用を推進します。

・地域や産地で育まれた技術を次世代に継承するため、ＩＣＴ（情報通信技術）等を活用し、
栽培技術のデータ化、情報の蓄積に取り組みます。　

・先端技術を活用したスマート農業※の実証などに取り組み、最適な技術体系を確立するとと
もに、必要な新技術の普及により、農業の超省力化や高品質生産等の実現を図ります。

　※スマート農業：ロボット技術やＩＣＴを活用して超省力・高品質生産を実現する新たな農業

施策の展開方向

栽培技術のデータ化、情報の蓄積

自動操舵補助システム付トラクタードローンによる農薬散布

環境制御ハウスを導入したいちごの栽培
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（７）供給力の強化

・本県を代表する果物の桃、ぶどうは、市場の需要に供給が追いついていない状況にあり、長
期安定出荷を期待する市場ニーズなどに対応できる供給力の強化が求められています。

・桃、ぶどうについては、多彩な品種や作型等の導入による長期安定出荷の促進、産地の規模
拡大、生産性の向上、未利用園地の有効活用や研修ほ場の設置等による担い手の確保・育成
など、供給力の強化に向けた総合的な取組を進めます。

・また、生産性・収益性を重視し、かつ担い手の確保・育成、新技術の研究開発等のハイブリ
ッド機能を持った産地の拡大を推進するとともに、新たに、桃、ぶどうのない冬から春にか
けて出荷できるいちごのブランド育成や供給体制の確立に取り組みます。

現状と課題

施策の展開方向

1次
産業

６次産業化とは…

農林漁業者が自ら行う

生産

2次
産業
加工

3次
産業

6次
産業

流通・販売

６次産業化の推進イメージ

儲かる農林水産業の実現
農山漁村の活性化

儲かる農林水産業の実現
農山漁村の活性化

生産基盤の確立

支援

６次産業化の準備・着手 事業展開

支援 支援

６次産業連携コーディネートセンター・６次産業化サポートセンター  等

高品質な
農林水産物の
生産

付加価値の高い
新しい商品開発

輸出・海外展開

広域・全国展開

地域内での展開
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観光農園でのぶどう狩り 買い物客で賑わう直売所（道の駅　笠岡ベイファーム）

・インバウンドも含めた県内外からの観光客を対象に、地域で生産された付加価値の高い農林
水産物を、地元の宿泊施設、飲食施設、観光農園、直売所や道の駅等で提供・販売し、旅行
後の購買等にもつながるような取組を推進します。

・地域で消費されているが地域で作られていない、または生産量の少ない農林水産物を、マー
ケットインの視点から、地域の需要に応じて、地域内で生産や加工、販売を行う取組を推進
します。

施策の展開方向

（８）地域内需要の拡大

・インバウンドも含めた県内外からの観光客に、県産農林水産物を食べて、買って、体験して
もらうことで、地域内需要を拡大するとともに、県産農林水産物の認知度向上を図る仕組み
づくりが求められています。

・県内では、地域で消費されている農林水産物が地域外から供給され、結果として身近で確実
な販路を失っているケースがあることから、需要と供給のミスマッチを防ぎ、需要に合わせ
て、品目や数量を供給する取組を進める必要があります。

現状と課題
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２　次代を担う力強い担い手の確保・育成

（１）新規就農者の確保・育成

　新規就農者の確保・育成のほか、認定農業者の経営改善や法人化支援、林業事業体の雇用条
件の改善や事業の合理化の促進、経営感覚に優れた漁業者の育成などにより、本県農林水産業
の将来を担う力強い担い手の確保・育成を推進します。

・農業就業人口は１０年間で約４割減少し、平均年齢も７０.０歳と高齢化が進んでおり、意欲
ある新規就農者の確保が喫緊の課題となっています。

・平成２９（２０１７）年度までの５年間で７３０人の新規就農者を確保していますが、就農した
地域や品目に偏りがあります。

・また、他県との就農者確保競争が激化していることから、本県農業の魅力や充実した就農研
修制度などの積極的なＰＲが必要となっています。

現状と課題

新規就農者の作目比率
H25（2013）～ H29（2017）

出典：県農産課調べ
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・新たな担い手育成の拠点施設である三徳園や農業大学校の活用、農業高校との連携、就農研
修の充実等により、新規就農者の確保・育成を加速します。

・就農希望者が多く集まるよう、県内外での就農相談会やＨＰ等での情報発信を充実・強化し
ます。

・市町村等と連携し、産地で行う就農研修の受入体制の整備・充実を図るとともに、就農後の
早期経営の確立に向けた支援を行います。

施策の展開方向

（２）力強い担い手の育成等

・高齢化の進行等により担い手が減少する中、本県農林水産業を将来にわたり持続的かつ安定
的に発展させていくためには、認定農業者等の確保や法人化などによる力強い担い手の育成
が喫緊の課題となっています。　　

・新たな森林管理システムの円滑な実施を図るため、市町村から森林経営を委託される意欲と
能力のある林業経営体を育成する必要があります。

現状と課題

水稲10ha以上の経営体数及び面積の推移

出典：県農産課調べ
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・市町村や農業団体等と連携し、専門家による農業経営相談や法人化指導、三徳園での経営力
向上研修会の開催等により認定農業者等の育成を加速します。

・岡山県農地中間管理機構を活用して、認定農業者や集落営農組織等担い手への農地の集積・
集約化を図り、規模拡大による収益性の高い経営体の育成を進めます。

・意欲ある経営体や集落営農組織のリーダー等の人材養成、規模拡大や経営の多角化に必要な
機械の整備等の支援により、既存経営体や集落営農組織の法人化を推進します。

施策の展開方向

林業就業者数の推移

出典：国勢調査（総務省）
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（３）担い手への農地集積・集約化

・担い手への農地集積については、年々着実に進んでいるものの、出し手農家が他人に農
地を貸すことに不安があることや、地域に受け手が不足していることなどから、平成２９
（２０１７）年度実績では２３.９％にとどまっており、今後、農業の生産性を高め、競争力を
強化していくためにも、一層の集約化に取り組む必要があります。

現状と課題

担い手への農地集積面積等の推移

出典：担い手の農地利用集積状況（農林水産省）
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・畜産業では、畜産クラスター事業の取組の推進により、地域の中心的な経営体の育成を図る
とともに、（公財）中国四国酪農大学校において経営感覚に富んだ人材の育成に努めます。

・長期間安定した林業経営が行えるよう、林業事業体の雇用条件の改善や事業の合理化を促進
し、森林整備に必要な林業労働力の確保・育成・定着を図るとともに、経営に対する意識改
革等の研修を実施し、意欲と能力のある林業経営体を育成します。

・本県漁業を魅力ある産業とし、漁業者の子弟をはじめ、意欲ある担い手を育成するため、研
修会等の学習の機会を提供するとともに、漁業作業の効率化・軽労化に資する共同利用施設
整備への支援を行い、担い手が働きやすい作業環境づくりを進めます。

三徳園での農業研修 農家の経営力向上研修
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（４）多様な担い手等の確保

・平成２１（２００９）年の農地法の改正以降、企業等が農業へ参入する事例が増えており、地
域農業の新たな担い手として期待されていますが、参入企業には、栽培経験が少ないことや、
収穫までに時間がかかるため、経営戦略が立てにくい等の課題があります。

・人口減少や高齢化による労働力の減少が進行する中で、農業分野と福祉分野が連携し、双方
の課題を解決する農福連携や女性の参画の推進、外国人材の活用などについて関心が高まっ
ています。

・担い手への農地集積・集約化や新規参入の促進といった農地利用の最適化に向けた取組につ
いて、中心的な役割を果たす農地利用最適化推進委員が、積極的に活動できるよう支援する
など、人・農地に関する地域の話合いを活性化します。

・市町村等と連携し、岡山県農地中間管理機構が中間的受け皿となって、潜在的な出し手の多
い地区等を重点地域に設定し、出し手の効果的な掘り起こしや受け手とのマッチングを集中
的に行い、農地の集積・集約化を進めます。

現状と課題

施策の展開方向

・企業等の農業参入を進めるため、農業会議や農地中間管理機構、市町村等と連携して農地の
確保・集積を支援するとともに、技術習得や営農計画策定等の支援を行います。

・農山漁村の働き手の確保や地域農業の維持のため、農福連携や女性農業者が能力を最大限発
揮できる環境の整備の取組を進めるほか、外国人材の活用の可能性を検討するなど、産地で
の多様な労働力の活用を推進します。

施策の展開方向

大型コンテナによる業務用キャベツの輸送 女性農業者の研修会
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３　農林水産業を支える施策

（１）農林水産業を支える生産基盤の整備、長寿命化対策

　儲かる農林水産業を実現するための環境を整えていくため、コスト低減に向けた効果的な基
盤整備や施設の長寿命化対策、防災・減災対策、森林の保全、鳥獣被害防止などに積極的に取
り組みます。また、農林水産業が有する多面的な機能の維持を図ります。

・農業用ダムや取水堰、林道、漁港等、農林水産業を支える生産基盤の多くは、老朽化の進行
による機能低下、突発事故等のリスクの増大、維持管理費の増加等により、地域農林水産業
への深刻な影響が懸念されていることから、早急な保全対策が必要となっています。

・地域が描く将来の農業に最適な整備となるよう、営農計画や販売戦略等のソフト施策と十分
連携を図るとともに、コスト縮減にも努めながら、農地の大区画化や野菜等の収益性の高い
作物の導入のための地下かんがいシステムの普及等の生産基盤整備に取り組みます。

・農林水産業を支える生産基盤が将来にわたり適切に機能を発揮し、地域農林水産業の持続的
発展が図られるよう、管理者による定期的な施設監視により施設の状況を的確に把握しなが
ら、重要度や緊急度に応じた計画的な保全対策を着実に進めます。

現状と課題

施策の展開方向

基幹土地改良施設の保全対策方針 ［対策を行わない場合］

［対策を行った場合］

※基幹土地改良施設：ダム、取水堰、開水路、管水路、用排水機、農道
※対策に順次取り組むことにより、耐用年数を超えても施設機能に支障が
　生じないようにする。

10年後平成30
（2018）
年度

平成40
（2028）
年度

平成40
（2028）
年度

耐用年数経過
205 施設

42 %

耐用年数経過
296 施設

60 %

耐用年数経過
（要観察等）
140 施設

28 %

保全対策着手済
156 施設

32 %

耐用年数未経過
286 施設

58 %

耐用年数未経過
195 施設

40 %

耐用年数未経過
195 施設

40 %
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（２）農山漁村の防災・減災対策

（３）森林の保全・再生・活用

・県民の生命、財産を守り、農業用水を安定的に確保し農業生産活動を継続するためには、農
地・農業用施設等への災害の未然防止又は被害の軽減を図る必要があります。特に、老朽化
が進行しているため池については、その利用状況に応じて計画的な改修や廃止を進めること
が求められています。

・近年多発する集中豪雨や台風等に伴う山地災害を未然に防止するため、治山施設の設置と計
画的な維持管理や、機能の低下した森林を災害に強い森林に整備する必要があります。

・森林･林業を再生し、森林の持つ多面的な機能を持続的に発揮させるためには、間伐を中心
に適切な森林整備を継続して実施する必要があります。

・スギ花粉等によって引き起こされる花粉症については、国民の約３割が罹患するなど国民病
となっており、花粉の飛散の低減に向けた取組を推進する必要があります。

・経営管理が行われていない森林について、市町村が仲介役となり森林所有者と林業経営者を
つなぐ新たな森林管理システム（森林経営管理法）を円滑に実施するためには、森林所有者
への意向調査や森林管理等を行う市町村に対する支援を行う必要があります。

・ため池の老朽化・耐震化のための対策や統廃合の促進のほか、高潮・津波から地域を守る海
岸保全施設、農地の湛

たん
水
すい

被害を防止する排水機場の整備を進めるとともに、市町村が行うハ
ザードマップの作成を支援するなど、ハード・ソフト両面から地域の状況に応じた防災・減
災対策を積極的に推進します。

・山地災害を防止するための治山施設の整備を進めるとともに、調査・点検に基づく施設の計
画的な維持管理・更新等による長寿命化を図り、危険箇所の解消に取り組みます。

現状と課題

現状と課題

施策の展開方向

改修後のため池（岡山市）

ため池の築造年代

出典：県耕地課調べ

明治以降

14％

江戸以前

86％

ため池総数
9,706か所
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・森林の持つ公益的機能を発揮させるため、間伐の遅れた人工林の早急な解消を図ります。
・木材の利用期を迎えつつあるスギ・ヒノキ人工林の伐採に併せて、跡地に少花粉スギ・ヒノ

キ苗木による植替えを促進するとともに、近隣県との苗木の相互融通など、広域連携による
花粉発生源対策に取り組み、身近な生活環境の快適性の向上に配慮しながら、森林の若返り
を促進します。

・新たな森林管理システムの円滑な実施に向け、経営管理がなされていない森林の適正な管理
等を行う市町村を対象に、職員研修や技術支援、技術者の確保・育成、森林情報の提供など
総合的な支援を実施します。

施策の展開方向

放置された過密な森林 間伐の実施により林床に下草が生え、
機能が高まりつつある森林　　　　　

（４）中山間地域の農林水産業と農山漁村の活性化

・中山間地域では、過疎化、高齢化による労働力不足、地形的に不利な農業生産条件や生活環
境整備の立ち遅れなどから、生産活動の低下、野生鳥獣被害の深刻化、耕作放棄地（荒廃農
地）の増加、さらには地域コミュニティの維持が困難になるなどさまざまな問題が生じてい
ます。

・新規作物の導入促進や地域資源を生かした加工品開発の支援、農商工連携の推進、さらには
中山間地域等直接支払制度の活用や集落営農組織の育成にも取り組み、中山間地域の主要産
業である農業の振興を図ります。

・農産物直売所を拠点として、直接販売による農家の所得向上を図るとともに、農家民宿、体
験農園などの地域資源を生かして地域外から人を呼び込む取組を支援し、中山間地域の活性
化を図ります。

・農家民宿に関して、経営者をはじめ関係者で構成するネットワーク組織を設立し、一体的な
情報発信や研修会を開催するなど、ビジネスとして取り組むための推進体制の整備を図りま
す。

現状と課題

施策の展開方向
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古民家の風情漂う囲炉裏（農家民宿） 農業体験

（５）鳥獣被害防止対策

・イノシシ、シカ、サル、カワウなどの鳥獣による農林水産被害は、約３億円と高い水準で推
移するとともに、これまで被害が少なかった地域にも被害が拡大しており、農林漁業者の生
産意欲の減退や耕作放棄地（荒廃農地）の増加を招くなど、中山間地域を中心に深刻な課題
となっています。

・集落全体を囲む集落柵の整備やＩＣＴを活用した先進的技術の導入等を支援するとともに、
農作物等被害の未然防止に直結する許可捕獲（有害駆除）を強化します。

・また、捕獲獣のジビエ等への利用促進を図るとともに、鳥獣被害対策推進リーダー、アドバ
イザー及び狩猟者の確保・育成に取り組むなど、総合的な鳥獣被害防止対策を推進します。

・カワウの食害に対しては、中四国地方の関係県と共同で広域的な被害軽減対策に取り組むと
ともに、県カワウ対策協議会において関係者の情報共有を図ります。さらに、県カワウ被害
対策指針に基づき、漁業関係者等が行う活動を支援し、カワウの個体群管理と被害防止対策
を進めます。

現状と課題

施策の展開方向

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

鳥獣による農林水産被害金額の推移

出典：県鳥獣害対策室調べ

394,818

H25
（2013）

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

（千円）

イノシシ シカ サル カワウ その他

386,310

335,073

281,496 289,475

捕獲したイノシシ
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（６）家畜伝染病対策

（７）平成30年７月豪雨災害からの農林水産業の復旧と復興

・健康な家畜から生産される安全で安心な畜産物を消費者に提供することが求められており、
適正な衛生管理を徹底させる必要があります。

・鳥インフルエンザや口蹄
てい

疫については、発生による地域経済への影響が大きいことから、発
生予防とまん延防止対策に万全を期する必要があります。

・平成３０年７月豪雨による河川の決壊などにより、６０人を超える尊い人命が失われるとと
もに、住家被害は全半壊が８,１００棟、床上浸水が１,５００棟を超えるなど、これまでにほと
んど経験したことがない規模の被害が発生しました。さらに、道路や河川、鉄道、農林水産
業や商工業まで広範囲に被害が生じ、住民生活や経済活動への影響も深刻になっています。

　（平成３１（２０１９）年２月５日現在）
・県では、平成３０年７月豪雨災害からの復旧・復興に向けた取組の見通しを示し、効果的に

進めていくため、取組内容やスケジュールを総合的に示した「平成３０年７月豪雨災害から
の復旧・復興ロードマップ」を策定しました。

・農林水産業の分野についても、今回の豪雨災害という大きな困難を必ず乗り越えるという決
意のもと、国、市町村、関係団体等と連携しながら、ロードマップに掲げる取組を着実に推
進していきます。

〈平成30年７月豪雨による農林水産関係被害〉　　　　　　　平成30（2018）年11月15日現在
区　　分 被 害 内 容 被害金額

農作物・農業施設・農業用機械 農地への土砂流入、農業用機械の冠水、ハウス倒壊等 ６５．２億円

共同利用施設 選果場・集荷場等の設備損壊、土砂流入等 １．２億円

畜産関係 牛舎・鶏舎の浸水、土砂流入、生乳廃棄等 ２．４億円

農地・農業用施設 農地の畦畔崩壊、ため池の堤体亀裂、排水機水没等 １５１．４億円

治山・林道関係 山腹崩壊、林道の路肩崩壊、造林地の流出等 ４０．６億円

林産施設 木材加工施設等（製材用機械等）の水没等 ２．６億円

水産関係 アユ種苗生産施設等の損壊等 ３．１億円

合　　計 ２６６．５億円
出典：県農政企画課調べ

・農場への定期的な立入検査の実施に加えて、動物用医薬品の適正使用の徹底や飼養管理技術
の向上により、家畜伝染病の発生予防と安全で高品質な畜産物の安定生産を推進します。

・鳥インフルエンザについては、農場衛生管理の徹底やモニタリング検査など監視体制を強化
し、侵入防止とまん延防止対策に万全を期します。また、発生した場合に備え、生産農家・
行政・関係団体が一体となった防疫演習等を実施し、迅速かつ的確な初動防疫体制を強化し
ます。

現状と課題

施策の展開方向
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〈平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興ロードマップ〉　　　　平成31（2019）年２月現在

項 目
平成30年度

平成31年度 平成32年度
以 降 備 考 担当課

7月～9月 10月～12月 1月～3月

項 目
平成30年度

平成31年度 平成32年度
以 降 備 考 担当課

7月～9月 10月～12月 1月～3月

農地・農業
用施設（水
路、農道、
ため池等）
の復旧

耕地課

治山・林道
施設等の復
旧

治山課

農業用共同
利用施設、
水産・畜産
・林産施設
の復旧

組合指導課
農産課
水産課
畜産課
林政課

被
害
調
査

計画作
成・国
協議被

害
調
査

市町村や農業協同組合等の
災害復旧事業の支援

復旧完了

復旧完了

災害復旧事業の実施と支援

応急
工事

被
害
調
査

測量・調査・設計

災害復旧事業の実施と支援

災害査定

測量・調査・設計 復旧完了

災害査定

計画書作成

【農地・農業用施設等の復旧】

【営農の再開支援】

水稲等の営
農再開 農産課

果樹、野菜
等の営農再
開 農産課

農業機械等の改修・更新への支援

支援対策の説明
農家の意向把握

農業共
済金の
支払

制度融資等による金融支援・被災農家への経営・技術等の指導

被
害
調
査

営農再開

制度融資等による金融支援・被災農家への経営・技術等の指導

果樹の収穫は
３年後～

農業機械､ﾊｳｽ等の改修･更新
への支援

支援対策の説明
農家の意向把握

被
害
調
査

営農再開

※農林水産業関連を抜粋したもの
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１　米

・本県では、業務用として需要が増加している「朝日」、「アケボノ」、酒米の「雄町」など県
独自品種の作付けが約３割を占めるとともに、平成２８年産、平成２９年産と２年連続で米
の食味ランキングの「特Ａ」を取得した「きぬむすめ」をはじめ、「コシヒカリ」、「あきた
こまち」など家庭用として人気の高い米が栽培されており、引き続き、消費者や実需者の多
様なニーズや用途に合わせた岡山米の生産が求められています。

・１戸当たりの作付面積は全国平均の約６割と小さく、また、生産コストは低減傾向にあるも
のの、全国平均からは１割程度高いことから、規模拡大や低コスト技術の導入等による生産
性の向上を図る必要があります。

・地域の気象条件や品種の特性等を生かし、家庭用や業務用、さらには輸出用など多様な需要
に対応した米づくりを促進します。

・「きぬむすめ」や「コシヒカリ」等の家庭用の米については、食味向上や有機無農薬栽培な
ど、栽培方法にこだわった付加価値の高い米生産の取組を、「朝日」、「アケボノ」、「雄町」
等の業務需要の高い米については、品質の安定と生産コスト低減の取組を推進します。また、
消費者や実需者へのＰＲ強化により、需要の拡大を図ります。

・農地の面的集積による経営規模の拡大や集落営農組織の育成、ドローン等による農薬散布や
水田センサシステムなどＩＣＴを活用したスマート農業の推進、直

じか
播
まき

栽培・密
みっ

播
ぱ

育
いくびょう

苗などの
省力化技術の導入促進、多収生産技術の普及等によるコスト低減により、生産性の高い経営
体を育成します。

第３章　農林水産物の品目ごとの振興の方向性

現状と課題

施策の展開方向

米の食味ランキングで特Ａ取得

品種別作付割合
Ｈ２９（２０１７）

出典：県農産課調べ

アケボノ

17%

その他

16%

朝日　9%
雄町　2%

ヒノヒカリ

16%
あきたこまち

15%

コシヒカリ

15%

きぬむすめ

10%
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２　果物

・桃、ぶどうは、「くだもの王国おかやま」を代表する特産品であり、首都圏や関西圏、さら
には、海外に向けた市場開拓を進めていますが、供給期間が短く、量的な供給力が弱いなど
の課題があります。　　

・冬から春にかけて「くだもの王国おかやま」をＰＲできる果物はいちごが有力ですが、産地
規模が小さく、県産いちごの認知度も低いことから、生産販売戦略に基づいたブランド育成
と高品質いちごの供給体制の確立を進める必要があります。

・桃は、担い手の受入体制の充実、経営規模の拡大等のほか、消費者や実需者のニーズに対応
した、高品質な新品種育成や白桃のシリーズ化、晩

おくて
生品種の生産拡大などを進め、供給力強

化を図ります。　
・ぶどうは、ピオーネを主力に市場ニーズの強い高品質ぶどうの生産拡大を進めるとともに、

多彩な品種と施設栽培の導入拡大等、作型の組み合わせなどにより長期安定出荷体制を確立
し、一層の供給力強化を図ります。

・桃、ぶどうの供給力強化に向け、多様な機能を持つメガ生産団地の取組を県下全域に拡大
するとともに、計画的な改植や省力機械の導入等による生産性の向上に取り組みます。また、
未利用園地の活用や水田の園地化等による経営規模の拡大を図ります。

・桃、ぶどうのさらなる市場拡大に向け、首都圏や関西圏を中心に、観光団体等と連携したＰ
Ｒ活動を展開します。　

・年間を通じて果物が供給できるよう「くだもの王国おかやま」の新しい果物として、いちご
のブランド化に取り組みます。

現状と課題

施策の展開方向

白
はくおう

皇 白
はく

露
ろ

オーロラブラック ピオーネ シャインマスカット

栽培面積の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha）

区　分 H23
（2011）

H24
（2012）

H25
（2013）

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

桃 687 680 674 672 670 667 660 

ぶどう 1,230 1,220 1,220 1,210 1,200 1,210 1,210 
出典：農林水産統計（農林水産省）
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３　野菜

・なす、トマト、アスパラガスや岡山特産の黄にら、冬
とうがん

瓜などの野菜は、生産者の高齢化や担
い手不足により、作付面積や生産量の減少が続き、安定した供給量の確保が課題となってい
ます。

・化学肥料・農薬を一切使わない「おかやま有機無農薬農産物」は、安全で品質の良さを高く
評価されていますが、栽培に手間がかかり規模が小さいことから、流通量が不足しています。

・消費者や実需者からの農産物に対する信頼性向上につながる取組として、ＧＡＰの導入が重
要となっており、今後、取引要件として国際水準ＧＡＰの認証取得を求める動きが広がる可
能性があります。

・高品質な野菜の安定的な供給体制を構築するため、ハウス等の生産施設や集出荷貯蔵施設等
の整備・再編を進めます。

・水田等を利用した加工業者等との契約栽培による大規模な野菜産地の育成を促進するため、
関係機関が連携して排水対策や機械・施設の整備、研修会の開催などの取組を進めます。

・有機農業の生産面では、新規参入者の育成のほか、生産規模の拡大につながる技術や、消費
者ニーズを踏まえた品目の導入を支援し、生産性の向上を進めます。

・産地へのＧＡＰの普及・啓発に取り組むともに、国際水準ＧＡＰの取得を支援できる指導者
を育成し、情報提供や技術的な助言等を行います。

現状と課題

施策の展開方向

ＩＣＴを利用した環境制御

おかやま有機無農薬農産物のほ場

水田利用によるたまねぎの契約栽培

おかやま有機無農薬農産物のブランドマーク

岡山県農業開発研究所
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４　花き

・スイートピーは、品質が高く評価され、全国ブランドとなっていますが、近年、気象変動に
よる品質低下などが見られ、生産の安定化と供給量の拡大が課題となっています。

・りんどうは、西日本一の産地ですが、全国的に見れば産地規模が小さく、需要期の供給力の
向上が課題となっていることから、岡山オリジナル品種のシリーズ化と生産拡大を図る必要
があります。

・スイートピーは、新規就農者の確保を図るとともに、産地規模の拡大により、供給力の強化
を進めます。また、栽培施設の環境制御技術の向上により、生産と品質の安定化を図るとと
もに、国内外から高く評価される品質を積極的にＰＲし、輸出拡大の取組を進めます。

・りんどうは、特色のある産地づくりのため、県オリジナル品種のシリーズ化や種苗供給の安
定化等の取組を進め、県産りんどうの生産供給体制の確立を図ります。

・花きの新たな需要創出のための花育活動や流通の効率化を図るとともに、需要に的確に対応
した小ぎくの開花調節技術の普及や安定した需要がある、しきみなど新品目の産地拡大を進
めます。

現状と課題

施策の展開方向

スイートピー りんどう

開花調節技術の普及（小ぎくの電照栽培）

花育風景

環境制御技術の普及（温湿度管理による品質向上）
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５　牛乳・乳製品

・岡山県は乳用牛の飼養頭数及び生乳生産量が中国四国地域において第１位です。特にジャー
ジー牛の飼養頭数は、北海道に次ぐ全国第２位で、蒜山地域は一産地として日本一の頭数を
誇っていますが、飼育戸数・頭数ともに減少傾向にあり、生産基盤の弱体化が懸念されてい
ます。

・畜産クラスター事業などの取組を推進し、酪農の生産基盤強化を図るとともに、受精卵移植
技術等の活用により、生産性の向上、効率的な後継牛対策及び収益性の向上に努めます。

・粗飼料の広域流通体制の構築や収穫を担うコントラクター（飼料生産受託組織）の取組支援
により、耕畜連携による飼料用トウモロコシや稲ＷＣＳ※の生産拡大を推進し、生乳生産コ
ストの低減を図ります。　　

　※稲ＷＣＳ：稲の実と茎葉を同時に収穫し発酵させた牛の飼料

・ジャージー牛については、観光資源としても大きな役割を担っていることから、地元自治体
や農業団体に加え、観光業界等とも連携しながら生産基盤の強化とブランド力の向上を図り
ます。

現状と課題

施策の展開方向

大規模なロータリー式ミルキングパーラー ジャージー牛の放牧風景（蒜山高原）

乳用牛飼養戸数・頭数の推移

出典：農林水産統計（農林水産省）
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６　牛肉・豚肉・鶏卵・鶏肉

・畜産については、規模拡大が進んでいるものの、高齢化や担い手の不足により、飼養戸数・
頭数の減少が続いており、生産基盤の弱体化が懸念されています。

・本県の和牛は、江戸時代から続いた日本三大蔓
つる

牛
うし

の一つである竹
たけ

の谷
たに

蔓
つる

の優れた血統を受け
継いでおり、その肉質は、全国和牛能力共進会でも高い評価を得ていますが、他の有名産地
に比較して認知度が低い傾向にあります。今後は、消費者ニーズに即し「おいしさ」という
視点も加味した改良を進め、「おかやま和牛肉」※の評価をさらに高めていくことが必要で
す。

　※おかやま和牛肉：肉質規格が一定以上のもので銘柄認定員が認定したもの

・豚肉は、安心感のある県産品に対する需要が高く、農場の生産性向上が求められています。
・鶏卵・鶏肉は、全国トップクラスの産地を形成しており、県内はもとより、主として関西圏

に向けて供給されています。

・肉用牛については、規模拡大のための施設整備や省力化機械の導入、受精卵移植技術の活用
等を進め、生産基盤の強化を図るとともに、岡山和牛の改良項目に、新たに「おいしさ」の
指標（小ザシ化、オレイン酸など）を加え、さらなる魅力の向上を推進します。また、「お
かやま和牛肉」の認知度向上のため、関係団体等と連携し効果的なＰＲ活動に取り組みます。

・「おかやま和牛肉」ブランドの確立のため、受精卵移植を効率的に活用し、発育や肉質等の
優れた種雄牛の作出や和牛子牛の資質向上による生産基盤の強化等に取り組みます。

現状と課題

施策の展開方向

基幹種雄牛「美恵茂」

岡山県産豚肉おかやま和牛肉
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７　県産材

・林業・木材産業を活性化し、森林の適正な整備を促進するため、乾燥材等品質・性能に優れ
た製材品の販路を国内外に広げ、県産材の需要拡大を図る必要があります。

・意欲ある持続的な林業経営者に林業経営を集積・集約化し、間伐のみならず主伐や主伐後の
再造林についても計画的に進めるなど、資源の循環利用をさらに進めていくための仕組みを
整える必要があります。

・国際基準に合致した森林認証材等の供給体制の整備を推進するとともに、公共建築物への利
用促進、木造住宅等への普及、販路開拓、ＣＬＴ（直交集成板）等の普及、県民等へのＰＲ
に取り組みます。

・森林経営の集約化を図り、10齢級以上の主伐期を迎えつつある人工林の伐採、再造林、効率
的な作業システムの構築や未利用間伐材等のエネルギー利用を通じて、「伐って・使って・
植えて・育てる」という林業のサイクルを循環させるための施策を重点的に推進し、収益性
の高い魅力ある林業を実現します。

・中高層建築物への新たな需要が期待されるＣＬＴ等新製品の利用の促進や品質・性能に優れ
た県産材の国内外への需要拡大及び林地残材の利用の促進を図ります。

現状と課題

施策の展開方向

人工林の齢級構成

出典：県林政課調べ（H29.３月末現在）
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齢級 ： 林齢を５年でひとくくりにし、林齢１～５年生を１齢級、６～ 10 年生を２齢級と数えます。

10 齢級以上

・ジャージー牛肉は、機能性成分として着目されているオレイン酸やヘム鉄、β−カロテンな
どが豊富なことから、こうした特徴や希少性を生かし、観光資源としてのＰＲを支援します。

・豚肉は、農場の生産性向上への取組を支援し、高品質な商品の供給力を高めていきます。
・鶏卵・鶏肉は、衛生的な飼養管理に留意しながら、安定的な生産体制の維持・構築を支援し

ます。
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県産材利用住宅 ＣＬＴを利用した公共建築物

８　鮮魚・カキ・ノリ

・漁船漁業の漁獲量、生産額は、ともに減少が続いており、より有効な栽培漁業及び資源管理
型漁業を推進する必要があります。

・アマモ場については近年回復傾向にありますが、減少が続いているガラモ場については、新
たに再生活動に着手し、面積を増加させる必要があります。

・県産カキは、安定的な養殖を行うため、種苗の安定確保や、身入り不良の原因を解明するた
めの調査などに取り組む必要があります。

・県産ノリは、消費拡大を図るため、安全・安心な製品づくりの徹底や認知度を上げるための
取組などが必要です。

現状と課題
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出典：農林水産統計年報（農林水産省）
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ノリの摘み取り アマモ場のメバル

カキ養殖漁場種苗の放流

・種苗の放流などによる栽培漁業を推進するとともに、漁業者が自主的に取り組む網目の拡大、
禁漁期や禁漁区の設定などの資源管理型漁業を推進します。

・アマモ場については、漁業者はもとより、多様な主体の参加や持続的な実施体制の構築に努
めます。また、ガラモ場についても同様に、漁業者を中心とした再生活動に着手します。

・県産カキについては、漁業団体と連携して、漁場の定期的なモニタリングを行い、漁場環境
に応じた養殖方法を検討し、安定生産及び品質の向上に努めます。

・県産ノリについては、漁業者と連携して、色落ち対策としての海底耕うんを行うとともに、
魚類・鳥類による食害対策技術の普及に努めます。また、乾ノリ製造工程の衛生管理を徹底
するとともに、効果的なＰＲを行い、認知度の向上を図ります。

施策の展開方向
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２１おかやま農林水産プラン施策指標一覧

指　　　　　標 単 位
現 況 目 標

備 考

1 農林水産業産出額 億円／年 1,590 1,655 ※１

2 東京都中央卸売市場における県産桃、ぶどうの
販売金額 億円／年 16 20 

3 県産桃、ぶどうの輸出金額 億円／年 8 11 

4 新規就農者数 人／年 170 150 

5 農業法人数 法人 490 665 

6 水稲作付面積10ha以上の経営体数 経営体 192 310 

7 桃、ぶどうの栽培面積 ha 1,870 1,905 

8 肉用牛（肥育牛）の出荷頭数 頭／年 14,424 15,000 

9 担い手への農地集積率 ％ 24 43 

10 シカ捕獲数 万頭 1.2 8.7 ※２

11 イノシシ捕獲数 万頭 2.3 13.8 ※２

12 県産材の生産量 千㎥／年 486 550 

13 少花粉スギ・ヒノキ苗木による植替えの割合 ％ 94 100 

14 間伐の実施 ha 3,730 23,800 ※２

15 カキ養殖業１経営体当たりの生産額 万円／年 1,941 2,180 

※１　現況は平成28（2016）年度の数値
※２　目標は平成31（2019）年度から令和６（2024）年度までの累計

平成29
（2017）年度

令和６
（2024）年度
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備 前 地 域

第４章　地域別の施策展開方向

■ 農産物
・土地利用型農業については、今後、担い手の確保・育成と農地の集積・集約化により、大規

模経営体の育成を一層進めるとともに、需要に応じた売れる米づくりや水田フル活用の推進
が必要となっています。

・園芸作物については、高齢化や農産物価格の低迷、燃油高騰などにより面積が減少傾向にあ
り、供給力の強化とマーケティング戦略を通じたブランド力の向上が求められています。

■ 畜産物
・畜産については、全体において小規模な経営が多く、高齢化や担い手不足により戸数は減少

していることから、生産基盤の強化が求められています。
・飼料等生産資材価格の高止まりや、将来の自由貿易に対応するためには、生産性の向上や自

給飼料の確保による生産コストの低減が求められています。

■ 林産物
・北西部の山間地域ではスギやヒノキの人工林が本格的な利用期を迎えていることから、計画

的な間伐や少花粉苗木による植替えを進め、森林を適正に管理していくことが必要となって
おり、林業の収益性を高めるとともに、大消費地を有する当地域での県産材の需要拡大が求
められています。

■ 水産物
・海面漁業生産量（平成２８（２０１６）年）は、２,２５８トンと、県全体の５５.７％を占めていま

す。特に、カキやノリの養殖が盛んで、県内の主要な産地となっていますが、近年、生産量
は減少傾向にあり、安定生産に向けた取組の強化が求められています。また、藻場の保全・
再生や海底環境の改善が必要となっています。

農林水産物の特性と課題

美作地域

備前地域備中地域



−　33　−

■ 農産物の生産振興
・土地利用型農業については、農地中間管理機構を活用した認定農業者等の担い手への農地集

積・集約化を進め、生産性の高い大規模経営体の育成等により、競争力のある水田農業の実
現に取り組みます。

・果物については、ブランド力のある清水白桃、マスカット、ピオーネを柱に、白
はく

皇
おう

、白
はく

露
ろ

、
オーロラブラック、シャインマスカットなどの導入を進め、長期安定出荷による供給力の強
化を図るとともに、新たにいちごの担い手確保と生産拡大に取り組みます。

・野菜については、なす、はくさい、キャベツなどのブランド力の強化や、水田の汎用化によ
るレタスやたまねぎ等の生産拡大を進めます。

■ 畜産物の生産振興
・畜産クラスター事業等を活用して省力化機械等の導入を推進し、飼養規模の拡大や飼養管理

の改善を図り、生産基盤の強化に努めます。
・耕畜連携による県南水田地帯の稲ＷＣＳ・飼料用トウモロコシ等の推進により自給飼料の安

定的な確保を図り、安全・安心な畜産物の安定供給に努めます。

■ 林産物の生産振興
・人工林においては、林業の収益性を高めるため、森林経営の集約化、最適な路網の整備、高

性能林業機械の活用等により生産性の向上に取り組みます。
・県産材の需要拡大を進めるため、公共建築物の木造化や木質化、公共土木工事、住宅等での

県産材の利用促進に取り組みます。

■ 水産物の生産振興
・藻場の再生のための種まきや、カキ殻を使った海底の底質改善などにより豊かな海づくりを

推進します。
・カキ養殖業では、定期的な漁場のモニタリングや、衛生対策の充実等を図ることにより、安

全・安心・高品質な「岡山かき」の安定生産と販売促進に取り組みます。
・ノリ養殖業では、色落ち対策としての海底耕うんや、魚類・鳥類による食害対策技術の普及

に努めます。また、県内外の消費者に対して、県産ノリをＰＲします。

■ 地域農業を支える生産基盤の整備
・基幹土地改良施設が、将来にわたり適切に機能を発揮するよう、施設管理者の定期的な点検

により施設の状況を把握しながら、計画的に保全対策を進めます。
・管内には約４千か所のため池や総延長約４１ｋｍの農地海岸があり、農業用水の確保はもと

より、水害から農地や人家等を防護するための整備、ハザードマップを作成する市町への支
援などハード・ソフト両面から防災・減災対策を進めます。

施策の展開方向
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備 中 地 域

■ 農産物
・水田農業については、管内南部では、農地の流動化による規模拡大や力強い経営体の育成を、

生産条件の不利な管内中北部では、地域の特色を生かした付加価値の高い米や麦、大豆等の
生産拡大を進める必要があります。

・園芸作物については、「くだもの王国おかやま」を代表する桃、ぶどうで、生産・出荷体制
の強化やブランド化の取組が進められています。

・野菜については、トマト、ごぼう、ブロッコリー、アスパラガス、花きについては、スイー
トピー、りんどうなど、地域色豊かで多彩な品目の生産が行われています。

■ 畜産物
・法人を中心とした大規模化や企業参入が進む一方で、担い手不足等により飼養戸数が減少し

ており、環境に配慮した生産基盤の強化や自給飼料の増産が必要です。
・笠岡湾干拓地では、県下最大の酪農団地が形成され、肉用牛では、法人を中心とした大規模

な肥育経営が展開されています。
・新見・高梁地域は、古くから和牛生産地域で「千屋牛」や「備中牛」を地域ブランドとして

推進しており、和牛子牛価格が高止まりする一方、繁殖農家の高齢化が進展しています。

■ 林産物
・木材需要量の減少や価格の低迷等により、経営環境が厳しくなっており、収益性の高い林業

の実現と県産材の需要拡大への取組を進める必要があります。
・山間地域を中心とした、しいたけや、倉敷市真備町のたけのこは、生産者の高齢化や輸入品

との競合等により、生産量が大きく減少している状況であることから、品質の向上と消費拡
大に対する取組を進める必要があります。

■ 水産物
・海面漁業生産量（平成２８（２０１６）年）は、１,７９７トンと、県全体の４４.３％を占めていま

す。特にマダイ、エビ類、マダコなどの漁獲量は県全体の７０％を占めるほど主要な産地で
すが、生産量は減少傾向にあり、水産資源の増加に向けた取組の強化や、藻場の保全・再生
を進める必要があります。

農林水産物の特性と課題

美作地域

備中地域 備前地域
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■ 農産物の生産振興
・水田農業では、認定農業者や集落営農組織などの担い手を確保・育成するとともに、農地中

間管理事業による担い手への農地の集積等を進めます。また、「売れる米づくり」を推進す
るとともに、麦、大豆、野菜等の作付推進など、水田フル活用による収益性の高い水田農業
の確立を目指します。

・桃では、晩
おくて

生品種の導入拡大、ぶどうでは、多様化する消費者ニーズに応えるため、消費者
人気の高い品種導入等を進めます。

・また、トマトなど施設野菜では、ハウス等生産施設の整備による作付面積の維持拡大や生産
体制の構築を、キャベツ、たまねぎなど業務需要の拡大が見込まれる露地野菜では、新たな
産地づくりを推進します。

・花きでは、産地規模の拡大と併せ、本県オリジナル品種（スイートピー、りんどう）の導入
により、出荷期間の延長や品質の向上を推進します。

■ 畜産物の生産振興
・畜産クラスター事業等を活用して、規模拡大や省力化機械の導入を進めるとともに、コント

ラクターの育成や耕畜連携等により飼料用トウモロコシや稲ＷＣＳ等の自給飼料の増産や良
質堆肥の生産・利用を推進します。

・笠岡湾干拓地においては、飼養頭数に応じた家畜排せつ物処理施設の整備や適切な家畜飼養
管理技術の指導により環境保全対策に努めます。

・和牛生産については、耕作放棄地（荒廃農地）での放牧推進による和牛の増頭や、子牛の資
質向上を進めるとともに、繁殖和牛の増頭やブランド化の推進により繁殖基盤の強化に取り
組みます。

■ 林産物の生産振興
・森林施業を集約化し、路網の整備、高性能林業機械の導入等により、収益性の高い林業の実

現を図るとともに、住宅や公共建築物等への県産材使用を促進します。また、少花粉スギ等
への植替えと再造林等による齢級構成の平準化を推進します。

・しいたけは、原木の適期伐採やホダ場管理などの生産技術の向上と栽培施設の充実を図り、
品質の向上と経営の改善に努めます。また、たけのこは､竹林への施肥や古竹の伐採、穂先
たけのこの利用拡大等により、品質の向上に努めるとともに、消費拡大に向けた取組を推進
します。

■ 水産物の生産振興
・種苗の放流などによる栽培漁業を推進するとともに、漁業者が自主的に取り組む網目の拡大

等による資源管理型漁業を推進します。
・漁場環境改善のため、漁業者、民間団体等と連携したアマモ場再生活動を推進します。
・ノリ養殖業では、色落ち対策としての海底耕うんや、魚類・鳥類による食害対策技術の普及

に努めます。また、県内外の消費者に対して、県産ノリをＰＲします。

施策の展開方向
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■ 地域農業を支える生産基盤の整備
・基幹土地改良施設が将来にわたり良好に機能を発揮するよう、計画的に保全対策を進めます。
・ハイブリッドメガ生産団地や地下かんがいシステムなど営農計画や販売戦略等のソフト施策

と連携し、生産性の高い基盤整備を進めます。
・老朽化したため池の改修や廃止、ハザードマップを作成する市町への支援、地すべり防止区

域の点検及び防止施設の整備等の防災・減災対策を進めます。
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美 作 地 域

■ 農産物
・県北地域特有の気象条件を生かしたブランド化が見込まれる特色ある農産物の生産振興や、

担い手不足を補う省力的な生産技術の確立が必要となっています。
・米は、生産条件の不利な中山間地域では、より付加価値の高い「こだわり米」の生産など需

要に応じた売れる米づくりが必要となっています。また、飼料米や稲ＷＣＳなど新規需要米
への取組が求められています。

・黒大豆は、高齢化等による小規模農家の減少に伴い、栽培の省力化や販促・ＰＲ活動による
産地の活性化が求められているほか、市場ニーズの高い枝豆の生産拡大や品質向上が必要と
なっています。

・果物では、ピオーネに続くオーロラブラックやシャインマスカットの生産拡大が必要となっ
ています。

・野菜では、高齢化による栽培面積や生産量の減少が課題となっており、省力化技術等の導入
を通じて産地の活性化が必要となっています。また、アスパラガスやきゅうり、白ねぎなど
の産地拡大を図るためには、栽培技術の高度化や集出荷システムの効率化が必要となってい
ます。

・花きでは、冷涼な気候を生かしたりんどう、ソリダゴなどの切り花栽培や花壇苗・鉢物栽培
が行われていますが、産地規模が小さく、さらなる拡大が求められています。

■ 畜産物
・管内の乳用牛、肉用牛、鶏の飼養頭羽数は県内の４割以上、また、豚の飼養頭数も３割以上

を占め、特に蒜山地域は全国有数のジャージー酪農地帯を形成するなど、畜産の盛んな地域
です。しかし、高齢化や担い手不足により飼養戸数は減少傾向にあり、生産基盤の強化を図
ることが必要となっています。

・飼料等生産資材価格の高止まりや畜産物の貿易自由化に対応できるよう、畜産物の低コスト
生産や生産性の向上が求められています。

・畜産経営の収益力を高めるため、消費者ニーズを踏まえた地域畜産物のブランド力強化が求
められています。

■ 林産物
・県下の人工林の約６割を有する地域ですが、木材需要の減少や材価の長期低迷により、間伐

等の森林整備や再造林が進まず、林業生産活動が停滞しています。
・製材業が盛んで、西日本有数の木材加工産地が形成され、高品質なヒノキ等の製材品「美作

材」を生産していますが、需要は減少傾向にあります。一方でＣＬＴ、集成材、木質バイオ
マスなどの新たな利用方法や海外での需要が高まっています。

農林水産物の特性と課題

備前地域備中地域

美作地域
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■ 農産物の生産振興
・水稲は、需要に応じた生産を基本としつつ、次世代を担う担い手への農地集積を通じて大規

模化による低コスト生産を目指します。また、特Ａ評価を取得した「きぬむすめ」の生産拡
大や有機無農薬米や特別栽培米など、需要に応じた売れる米づくりの取組を支援します。さ
らに、耕畜連携を通じて稲ＷＣＳや飼料用米など新規需要米への取組を拡大するなど、多様
な水田活用を展開します。

・黒大豆は、高品質化と出荷量の増加を図り、枝豆と組み合わせて首都圏など大消費地での
「作州黒」のブランド確立を図ります。

・小麦では、「ふくほのか」「せときらら」など、加工適性の高い品種の普及拡大と併せ、農協
の製粉施設の有効活用と農商工連携による新たな商品開発を図ります。

・果物では、ピオーネを主体としつつ、気象条件に適したオーロラブラックやシャインマスカ
ットなどへの改植・新植を通じて、安定した長期出荷の取組を推進し、産地のブランド化を
進めます。

・野菜では、民間による農産物の収穫作業等に対する支援サービスの活用や、集落営農組織な
どによる多様な生産出荷体制の構築を図ります。また、キャベツや白ねぎ、アスパラガスな
どでは水田を活用して、低コスト栽培技術や新たな排水対策システムの導入、出荷体制の整
備等により、産地の強化を進めます。

・花きについては、りんどうは、新規栽培者の確保並びに生産の拡大と品質の向上を図ること
でブランド化を推進します。また、ソリダゴ等の地域の特色のある品目の栽培推進と安定生
産技術の向上を図ります。

■ 畜産物の生産振興
・畜産クラスター協議会の活動を支援し、飼養規模の拡大や飼養管理の改善を図り、生産基盤

の強化に努めます。
・地域一体となって振興計画を策定し、生産力の強化やブランド力の向上に取り組み、ジャー

ジー酪農の振興を図ります。
・省力化機械の導入や耕種農家等と連携した自給飼料の生産拡大により、生産コストの低減を

図ります。
・津山地域の「つやま和牛」や奈義町の「なぎビーフ」など新たな地域ブランドが育ちつつあ

ることから、一層のブランド力の強化を支援します。
　
■ 林産物の生産振興
・林業生産活動は、施業の集約化、路網整備、高性能林業機械の導入による収益性の向上や担

い手である林業事業体の育成・経営強化により森林整備等を推進し、活性化を図ります。
・「美作材」は、製材品のブランド力の強化と木造住宅・公共建築物等への利用促進による需

要拡大を図ります。また、新たな森林管理制度における木材の安定供給体制を構築し、木材
の利用方法の拡大や輸出を推進します。

施策の展開方向
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■ 地域農業を支える生産基盤の整備
・地域が描く農業の将来像の実現に最適な整備に取り組むこととし、新規就農者の増加に伴い

樹園地が不足しているぶどう産地において、ほ場の再編整備による産地拡大を進めるなど地
域農業の持続的な発展を図ります。
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〈参考：各地域の概要〉

区　　　　分 備前地域
（備前県民局管内）

備中地域
（備中県民局管内）

美作地域
（美作県民局管内）

総　　面　　積 １８９,９４７ ha ２４６,４６７ ha ２７４,３３０ ha

全県に占める割合 ２６.７ ％ ３４.７ ％ ３８.６ ％

耕　地　面　積 ２３,９６８ ha １９,４９６ ha ２２,０６２ ha

全県に占める割合 ３６.６ ％ ２９.８ ％ ３３.７ ％

林　野　面　積 １１２,６６８ ha １６５,８６１ ha ２１１,０３２ ha

全県に占める割合 ２３.０ ％ ３３.９ ％ ４３.１ ％

総　農　家　数 １９,２９６ 戸 ２３,４１５ 戸 １９,８８１ 戸

全県に占める割合 ３０.８ ％ ３７.４ ％ ３１.８ ％

販 売 農 家 数 １２,２６５ 戸 １１,００２ 戸 １２,８１０ 戸

全県に占める割合 ３４.０ ％ ３０.５ ％ ３５.５ ％

農業就業人口（販売農家） １７,０６６ 人 １５,３０４ 人 １６,０９９ 人

全県に占める割合 ３５.２ ％ ３１.６ ％ ３３.２ ％

一戸当たりの耕地面積 １.２４ ha ０.８４ ha １.１１ ha

出典：平成28年〜29年岡山農林水産統計年報（農林水産省）に基づき県で作成

※全県に占める割合は、四捨五入の関係で合計が１００％にならない場合がある。
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